
令和７年度 原子力防災訓練に関する評価の実施業務 

仕 様 書 
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１．目的 

本仕様書は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）内の拠点で実

施する原子力事業者防災業務計画に基づく総合防災訓練（以下「原子力防災訓練」という。）に訓

練モニタ員(評価員)を派遣し、訓練の評価を行うことにより、緊急事態対応活動の有効性確認及

び改善を図ることを目的として実施する。また、各拠点から選出された機構内訓練モニタ員に対

する教育もあわせて実施する。 

本件は、機構の了解のもとに、受注者が主体（受注者の責任・負担）となり、本仕様書の目的、

実施内容等を十分に把握し、原子力災害対策特別措置法の要求事項を踏まえ、原子力防災訓練の評

価を行うものとする。 

２．契約範囲 

以下に示す原子力防災訓練に関する評価等を行うこととする。 

① 各拠点から選出された訓練モニタ員に対する教育

② 各拠点で作成された訓練用資料の検討

③ 各拠点での訓練モニタの実施（訓練毎の評価）

④ 各拠点での訓練モニタ実施報告書の作成（検証・評価のとりまとめ等）

⑤ 機構の訓練に対する総括評価（次年度に向けてのアドバイスを含む）

３．実施場所・提出図書等 

① 実施場所

別紙「令和７年度原子力防災訓練評価実施場所」において実施する。

② 提出図書等

本仕様書の「８．提出図書」に定める通りとする。

４．検収納期 

令和 ８年 ３月 ３１日 

５．提出図書等の納入場所 

〒319-1184 茨城県那珂郡東海村舟石川 765番地 1 

機構本部 安全・核セキュリティ統括本部 安全管理部 危機管理課 

６．実施内容 

原子力防災訓練の実施に際し、専門的な立場からの総合的訓練評価（チェックポイントとな

る主要項目に対する達成度評価を含む）及び訓練モニタ員に対しての教育、モニタ実施時の支

援等を行う。 

以下に示す項目のうち、「①」については原則として令和７年度の最初の評価対象訓練の実施

の前に開催する全体会議において実施し、「③」については最後の評価対象訓練の実施の後に開

催する全体会議において実施する。 

① 訓練モニタ員に対する教育（モニタ員全体会議及び各拠点訓練モニタ員教育の場にて実施） 

・訓練モニタの意義、責務、役割
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・事故・故障又は災害対応組織を考える際の視点 

・訓練モニタの役割（評価対象拠点及び評価対象外拠点のレベルアップ等） 

②  訓練モニタの実施 

・専門的立場からのモニタ実施（プレス対応における模擬記者役としての対応を含む） 

・訓練モニタ員への指導、支援（事前に開催される会議にて実施） 

・訓練当日の現地での講評 

・訓練評価（事後に開催される会議にて実施） 

③  機構の訓練に対する総括評価（良好事例等を含む） 

 

７．支給物品及び貸与物品 

機構が必要と認めた物品 

  

８．提出図書 

以下に示す提出図書を提出期限までに提出すること。 

(1)委任又は下請負届（必要に応じて） 

 図 書 名 称 部数 提 出 期 限※１ 

①  委任又は下請負届 １ 作業開始 2週間前 

(2) 原子力防災訓練の教育、評価に関する図書 

 図 書 名 称 部数 提 出 期 限※１ 

① 訓練モニタ教育用資料 1 教育実施の7日前 

② 訓練評価結果報告書（個々の訓練の都度） 1 訓練実施から7日以内 

③ 訓練評価総括報告書（全ての訓練の終了後） 1 
最終の訓練打合せから原則とし

て14日以内 

(3) 原子力防災訓練に対する教育、評価に関する図書  

 図 書 名 称 部数 提 出 期 限 

①  令和７年度 原子力防災訓練評価の実施報告書 1 
令和 ８年 ３月 ３１日 

（印刷物として提出すること） 
※１：日数には、土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12月 29日から翌年 1月 3日）を含めない。 

 

提出方法 

    機構の定めた提出方法とする。ただし、機構の許可を受けた提出資料については、電子 

メールに添付（電子データ）しての提出を認める。 

 

９．検収条件 

  本仕様書の定めるところに従って、原子力防災訓練のモニタ評価の実施及び機構への提

出図書類の納品を持って、検収とする。 
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１０．検査員及び監督員 

  検査員：管財担当課長 

  監督員：安全・核セキュリティ統括本部 安全管理部 危機管理課 課長またはマネージ

ャー 

 

１１．協 議 

本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じた場

合、受注者は機構と協議の上、議事録等で確認し、その決定に従う。 

 

１２．適用法規・規格基準 

本契約の実施については、関係法令及び機構が定める関係諸規則等を遵守するものとし、

機構が安全確保の為の指示を行ったときは、その指示に従うものとする。 

 

１３．特記事項 

(1) 受注者は、本契約において発注者側（機構）からの指示により作成した成果物の総称、

個々の名称、アイディア（ノウハウ）等の知的内容及び本契約に関して知り得た若しく

は提供を受けた技術情報、成果その他のすべての資料及び情報を機構の施設外に持ち出

して発表もしくは公開し、または特定の第三者に対価をうけ、もしくは無償で提供する

ことはできない。 

  ただし、成果物のうち、本契約外に受注者において作成した既存の内容を用いた部分、

安全・危機管理に関する一般理論を用いた部分及び既に社会に情報公開されている研究

内容を用いた部分及び、あらかじめ書面により機構の承認を受けた場合についてはこの

限りではない。 

(2) 受注者は、機構が原子力の研究・開発を行う機関であるため、高い技術力及び高い信

頼性を社会的に求められていることを認識し、機構の規程等を遵守し安全性に配慮し業

務を遂行しうる能力を有する者を従事させること。 

(3) 本契約の成果物は、機構に帰属するものとし、機構は必要に応じて第三者に開示でき

るものとする。ただし、第三者に開示をした場合は、その旨を受注者に連絡するものと

する。 

(4)電子媒体による資料等の送付の際には、ウィルスチェックを実施すること。電子メー

ル添付の場合は、圧縮し、パスワード設定等のセキュリティ対策を取ること。 

(5)訓練モニタ(評価)にあたっては、体調に留意し、新型コロナウィルス感染症及びイン

フルエンザに係る感染拡大防止対策を徹底すること。なお、感染が疑われる作業者は従

事させないこと。 

 

１４．グリーン購入法 

(1) 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律）に適用する環境物品（事務用品、OA機器等）が発生する場合は、これを採用するも
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のとする。 

(2) 本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に定

める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

以 上 



 

令和７年度原子力防災訓練評価実施場所 
 

◆訓練モニタ全体会議   

（最初の訓練の前及び最後の訓練の後に 1回ずつ開催予定） 

   ・機構本部  ２回 

 

◆訓練モニタ員教育   

最初の訓練モニタ全体会議にて訓練モニタ員教育を兼ねる。 

 

◆訓練モニタ(評価)派遣箇所（原災法６拠点）及び訓練モニタ会議 

 以下に示す「訓練モニタ(評価)派遣箇所」において訓練評価を実施するとともに、

訓練の前・後に実施する訓練モニタ会議に参加※する。 
※訓練前は、「事前会議」と称し、訓練日の約１週間前に開催し訓練の概要、訓練のスケジュール等について確認

する。訓練後は、「事後会議」と称し、訓練後の約 10 日後に開催し評価結果を確認する。なお、会議において

は原則Web会議ツールを活用し遠隔で実施し、実施日は機構と協議の上、決定する。 

 

訓練モニタ(評価)派遣箇所（所在地）   訓練モニタ会議 

・原子力科学研究所（茨城県）          ２回 

・核燃料サイクル工学研究所（茨城県）     ２回 

・大洗原子力工学研究所（茨城県）       ２回 

・高速増殖原型炉もんじゅ（福井県）      ２回 

・新型転換炉原型炉ふげん（福井県）        － （高速増殖原型炉もんじ

ゅと同時開催） 

・人形峠環境技術センター（岡山県）        ２回 

 

◆訓練モニタ(評価)派遣人数 

原子力防災訓練には、各拠点及び即応センター（機構本部）に各１名以上モニタ

員(評価員)として派遣する。 

 

以上 

別 紙 
 


